
系統⽤蓄電池の迅速な系統連系に向けて

2025年9⽉24⽇

資源エネルギー庁

1

資料４



2

1. 系統アクセス⼿続における規律強化
2. 系統⽤蓄電池の接続ルールの⾒直し
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系統⽤蓄電池の接続検討等の受付状況
• 系統⽤蓄電池の接続検討等の受付状況として、接続検討は約14,300万kW（2024年6⽉末⽐で

約2.4倍）、契約申込みは約1,800万kW （2024年6⽉末⽐で約4.0倍）となっている。

• エリア別の接続検討については、2024年6⽉末時点と⽐べて、特に東北、東京、中国、九州が
増加が顕著である。

系統⽤蓄電池の接続検討等の受付状況
（2025年6⽉末時点、括弧内の数字は2024年6⽉末時点からの増減）（万kW）

（※）⼀般送配電事業者において集計したデータを元に、資源エネルギー庁において作成。
（※）集計対象は各⼿続段階の⾼圧以上の蓄電池について集計。
（※）接続検討のすべてが系統接続に⾄るものではない。
（※）数値は⼩数点第１位を四捨五⼊した値。

※ 2025年6⽉末時点での連系済みの系統⽤蓄電池は約25万kW。
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（参考）2025年3⽉末時点の受付状況
第3回次世代電⼒系統WG（2025年6⽉27⽇）資料4
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（参考）⼀般送配電事業者各社の接続状況の情報公開

• ⼀般送配電事業者各社における蓄電池の接続状況については、各社HP上で公表が開始されて
いる。

北海道電⼒ネットワーク株式会社 https://www.hepco.co.jp/network/con_service/public_document/eq_status_oc_category/index.html

東北電⼒ネットワーク株式会社 https://nw.tohoku-epco.co.jp/consignment/system/status/

東京電⼒パワーグリッド株式会社 https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/system/

中部電⼒パワーグリッド株式会社 https://powergrid.chuden.co.jp/goannai/hatsuden_kouri/takuso_kyokyu/rule/situation/

北陸電⼒送配電株式会社 https://www.rikuden.co.jp/nw_koteikaitori/mousikomi.html

関⻄電⼒送配電株式会社 https://www.kansai-td.co.jp/consignment/disclosure/distribution-equipment/renewable-energy.html

中国電⼒ネットワーク株式会社 https://www.energia.co.jp/nw/energy/kaitori/status/

四国電⼒送配電株式会社 https://www.yonden.co.jp/nw/line_access/status/index.html

九州電⼒送配電株式会社 https://www.kyuden.co.jp/td/renewable-energy/application.html

沖縄電⼒株式会社 https://www.okiden.co.jp/business-support/purchase/setsuzoku/situation/
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系統⽤蓄電池の迅速な系統連系に向けた規律強化について
• 第3回次世代電⼒系統ワーキンググループ（2025年6⽉27⽇）において、接続検討・契約申込みそれぞれのプロセスについ
て、系統⽤蓄電池の迅速な系統連系に向けた規律強化の検討を進めることとした。

• 2024年度に⼀般送配電事業者等が受付を⾏った接続検討※1は、全体で14,276件（2023年度の6,725件から倍増）であり、
系統⽤蓄電池は9,544件（2023年度の1,599件で約6倍）となっている。2025年度においても同様に推移することが⾒込
まれており、接続検討数の⾼⽌まりが続いている状況。

• 接続検討が増加すると、⼀般送配電事業者による受付等に時間を要することから系統⽤蓄電池に限らずすべての発電等設備
において、系統アクセス⼿続きが遅れ、系統連系まで時間を要することになる。

• 上記を踏まえ、本⽇は迅速な系統アクセス⼿続きの実現に向けた取組について、御議論頂きたい。

全
国
の
電
源
種
別
の

接
続
検
討
受
付
数(

件) 3,608 3,647

1,407 1,768

3,671
4,800

6,725

14,276

1,755
2,241

785 854 1,077 1,423 1,780
2,680

※1︓500kW以上の発電等設備を集計
※2︓ヒストグラム上部の数値は接続検討の受付総数であるが、複数電源種の申込もあるため電源種別毎の数値の合計とは⼀致しない。また、2021年度以前の蓄電池の件数は、その他の件数に含まれる。

※2

（出所）電⼒広域的運営推進機関「発電設備等系統アクセス業務に係る情報の取りまとめ（2024年度の受付・回答分）」ほかを基に事務局で集計
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（参考）対応① 発電等設備の系統アクセス⼿続きにおける規律強化
• 系統⽤蓄電池においては、発電等設備の系統アクセス⼿続きとして、接続検討と契約申込みの⼆つのプロセス※1がある。

• 接続検討は事業性評価のために重要な⼿続であるものの、多数の接続検討申込みが⾏われることにより、⼀般送配電事
業者による受付等に時間を要し、系統⽤蓄電池の系統アクセス⼿続きの⻑期化につながっている。こうした事態を防ぐ
ためには、事業確度の低い接続検討を減らしていくための取組が必要となる。

• また、契約申込においては、事業確度が低いにも関わらず、⻑期間にわたり連系予約を維持（空押さえ）する案件が⾒
受けられる。こうした状況に対し、事業確度の⾼い系統⽤蓄電池が迅速に系統接続できるよう、空押さえの防⽌に向け
た取組も必要である。

• これらを踏まえ、接続検討・契約申込みそれぞれのプロセスにおいて、系統⽤蓄電池の迅速な系統連系に向けた規律強
化について検討を進めることとしてはどうか。また、この検討については、実態を踏まえつつ、系統⽤蓄電池に対象を
限らない形で⾏うこととしてはどうか。

接
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⇒案件確度の低い接続検討の低減

契約申込み

※１︓事前相談は任意である。また、低圧においては接続検討は不要。

接続検討

⇒空押さえの防⽌

第3回次世代電⼒系統WG（2025年6⽉27⽇）資料4
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（参考）蓄電池関係事業者等へのヒアリング結果
○接続検討に関連した事業者⾏動を把握するために、接続検討申込みの実態について、関係事業者等にヒアリングを実施。（括
弧内は発⾔者）

• 連系地点の⼯事費負担⾦は、⼀般送配電事業者が保有する系統設備を踏まえて必要になる設備構成から⾒積もられるため、接
続検討の申請前に予測することは不可能であり、接続検討の回答書が提⽰されることで明らかになる。系統連系⼿続の規定上、
⼤量に接続検討を⾏うことについて何ら制約がないことから、いかに多額の接続検討費⽤が⽣じてもそれに⾒合った安価な⼯
事費負担⾦の連系地点が⾒つかれば、接続検討に要した費⽤が回収可能となる。そのため、事業者による連系地点の検討が不
⼗分であったとしても⼤量に接続検討を⾏う⾏動が促され、結果的に案件確度が低い接続検討が⼤量に発⽣することになる。
（蓄電池事業者、蓄電システムメーカー、⼀般送配電事業者）

• インターネットの地図情報を元に空いている⼟地を対象に接続検討を申請している印象を受ける。このような⼟地の中には、
他の事業のために造成が始まっている地域や⽔害が⾒込まれる低床地域等、系統⽤蓄電池を設置するのに明らかに適していな
い地点に接続検討を⾏う者がいる。（⼀般送配電事業者）

• 接続検討は、⾃⾝が事業を⾏う者のほか、知⾒がない事業者の代わりにメーカーや運⽤等で事業協⼒の関係にある者が⾏う。
⼀⽅で、⾃らは蓄電池事業を⾏う予定がないが、投機⽬的で接続検討、接続契約、または連系承諾済みの段階まで⼿続を進め、
この⼿続で系統連系する権利を蓄電池事業者に有償譲渡する事業者もいる。このような事業者は、数⼗件の接続検討回答書を
束にして取引を⾏ったり、⼯事費負担⾦をはるかに超える額で取引を⾏うケースがある。また蓄電池事業者からすると事業に
不適な地点での系統連系⼿続も⾒受けられる。（蓄電池事業者）

第3回次世代電⼒系統WG（2025年6⽉27⽇）資料4
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（参考）権益等取得要件に関する諸外国の事例
（出所）令和６年度エネルギー需給構造⾼度化対策調査等事業
出⼒制御対策に資する蓄電池等分散型エネルギーリソースの活⽤に向けた調査事業 報告書

第3回次世代電⼒系統WG（2025年6⽉27⽇）資料4
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（参考）権益等取得要件に関する諸外国の事例
（出所）令和６年度エネルギー需給構造⾼度化対策調査等事業
出⼒制御対策に資する蓄電池等分散型エネルギーリソースの活⽤に向けた調査事業 報告書

第3回次世代電⼒系統WG（2025年6⽉27⽇）資料4
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①接続検討申込み時の⼟地に関する書類提出の要件化
• 現在、系統⽤蓄電池を中⼼に、接続検討が急増している。増加している接続検討について分析を⾏ったところ、防災

公園などの公共的な⼟地、既に別の建物が建設中の⼟地や住居以外が建設できない⼟地など、事実上事業の実施が不
可能と思われる⼟地での接続検討が⾏われている事例があった。

• 接続検討は発電等設備の設置を検討している事業者がその事業性を判断するために必要なプロセスである。そのため、
接続検討申込み時に、発電等設備の設置場所の使⽤権原等があることを要件として求めることは難しい。⼀⽅で、事
業確度が低い案件による申込みが接続検討の急増の⼀要因となっている現状を踏まえれば、接続検討申込み時に⼀定
の事業確度を求めることが必要ではないか。

• こうした観点から、接続検討申込み時に、事業⽤地に関する調査結果や登記簿等※の提出を求めることとし、可能な
限り早期の実現に向け、具体的な提出要件の検討を進めることとしてはどうか。

広域機関HP「発電設備等に関する系統アクセスの流れ」より抜粋

調査結果等の提出

※登記簿は申込者の名義になっている必要はない。また、登記簿の取得ができない場合については、別⽅法で確認結果の提出を求めることとする。
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②接続検討数の上限設定
• 急増する接続検討について分析を⾏ったところ、⼀事業者が、短期間に100件以上の接続検討申込みを同⼀の⼀般送配電事業者に対

して⾏っている事例等が複数⾒受けられた。多数の接続検討申込みが⾏われることにより、⼀般送配電事業者による受付等に時間を
要し、系統⽤蓄電池の系統アクセス⼿続きの⻑期化につながっている。

• ⼀事業者の接続検討申込みに対して、⼀般送配電事業者が⾏う接続検討（下図中、⾚線で⽰す接続検討の受付〜接続検討結果の回答
の範囲)の期間における案件数に上限を設定することとしてはどうか。その上で、事業者が接続検討数の上限を超える申込みを⾏った
場合、案件の優先順位が⾼いものから、上限の範囲内で接続検討を実施することとしてはどうか。

• こうした取組を⾏い、⼀度に多数の申込みを⾏う事業者の申込み件数に制限を設けることで、全ての事業者が、より迅速に接続検討
の機会を得ることを可能とすることが必要ではないか。

• 本取組については、可能な限り早期の実現に向け、具体的な上限数や⼀事業者の定義について、更なる検討を進めることとしてはど
うか。

※各⼀般送配電事業における上限の設定であり、全国における上限でないことに留意。
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発電等設備の系統アクセス⼿続きの規律強化の⽅向性について
• 事業確度が⾼い案件に対して迅速に対応する観点から、①接続検討申込時の⼟地に関する書類提出の要

件化および②接続検討数の上限設定について、その⽅向性をお⽰しした。

• 系統⽤蓄電池を含む発電等設備の系統アクセス状況は、事業環境の変化により常に変動することから、
接続検討の動向を踏まえつつ、上記（①、②）以外の⽅法も含め、引き続き検討を進めることとしては
どうか。

• 加えて、直近の接続検討の回答状況を簡易的に⽰す等、接続検討申込み前の検討案件の精査に資する情
報公開の在り⽅についても検討を進めることとしてはどうか。

• なお、契約申込み以降のプロセスにおける対策についても、空押さえの実態を把握し、適切な対応策に
ついても検討を進める。
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本⽇の議論のポイント

• 前回ＷＧにおいて、発電側で導⼊されているノンファーム型接続等を参考に、具体的な系統⽤蓄電池向けの接続ルー
ルの検討を進める⽅針を⽰し、具体的な⼿法の検討を進めてきた。

• しかしながら、混雑管理のためのシステム対応等について検討を進めたところ、順潮流側のノンファーム型接続とし
て発電側類似の仕組みを導⼊しようとすると、システム構築に５年以上の期間を要する可能性があることが分かった。
他⽅で、蓄電池の円滑な接続に向けて、新たな接続ルールを導⼊することは喫緊の課題であり、どの様に対応すれ
ば､可能な限り早期に新たな接続ルールの導⼊を⾏うことができるか、改めて御議論頂きたい。
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検討の⽅向性
• 系統⽤蓄電池における順潮流側の接続ルールについては、①発電側におけるノンファーム型接続の出⼒制御⽅法を参

考とした仕組みと、②（北海道電⼒ネットワークにおいて試⾏的取組として実施されている）リアルタイム制御を⾏
う仕組みが考えられる。

• この⼆つの仕組みを⽐較したとき、幅広い系統や蓄電池を対象とすることができ、また、充電制限の⼿法も蓄電池事
業者にとって受容性が⾼いものと出来る可能性があるという点から、中⻑期的には、①の発電側ノンファーム型接続
を参考に、混雑時には充電を制限することを前提に、容量を確保せずとも系統への接続を可能とする仕組みの導⼊を
進めることとしてはどうか。

• ⼀⽅で、この仕組みを導⼊するために必要となるシステム開発には、５年以上の⻑期間を要する可能性がある。そう
した中、発電側ノンファーム型接続を参考にした仕組みの導⼊までの期間において、可能な限り早期に、蓄電池の円
滑な接続を可能とするための取組として、例えば、当⾯は対象とする系統や、蓄電池の規模を⼀定以上のものに限る
形でシステムを構築する、あるいは、上記②のリアルタイム制御の仕組みを導⼊する⽅策についても検討する必要が
あるか。ただし、後者の場合については、システム⾯、制御に必要となるハードの両⾯において、発電側類似の仕組
みへの拡張可能性が低く、（最終的に発電側類似の仕組みを導⼊すると）⼆重投資となることが懸念される。

• 発電側ノンファーム型接続を参考にした仕組みの導⼊に当たっては、制御システムについての技術的な検討を並⾏し
て進めることが必要であり、電⼒広域的運営推進機関において、技術⾯を含めた制御⼿法の評価・検討等を進めるこ
ととしてはどうか。その結果を踏まえ、必要に応じて改めて本WGで議論を⾏うこととしてはどうか。
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（参考）発電側におけるノンファーム型接続について
適⽤系統

• ローカル系統以上とし、配電系統の流通設備に対してはノンファーム型接続が適⽤されない。配電系統レベルでの混
雑管理の複雑性にシステム対応を取ることは費⽤対効果の⾯で⾒合わないという結論に基づき適⽤系統を決定。

対象電源

• 10kW未満の電源以外。主に住宅⽤太陽光などは、その数が膨⼤で個別制御が困難であることから対象外とし、それ
以外は広く対象に決定。

ノンファーム電源の混雑管理の制御⼿法

• 提出された発電計画に基づき⼀般送配電事業者が混雑想定を⾏い、基幹系統においては実需給断⾯で再給電⽅式によ
る制御を⾏う。ローカル系統においては前⽇及び当⽇のゲートクローズ前に⼀般送配電事業者から⽰された混雑想定
に基づき、発電事業者が計画の⾒直しを⾏うことで混雑を解消する。

順潮流側ノンファーム型接続する蓄電池に適⽤する場合の課題

• 発電側の混雑管理システムは⼀部エリアにおいては暫定対応中のため本格運⽤はまだであり、先⾏してノンファーム
型接続の受付を開始するなどの対応をしてきたところ。

• 系統⽤蓄電池の順潮流側でも同様のシステム対応を⾏うとした場合には、相当の期間（５年以上）やコストが⽣じる
ことが判明。加えて、蓄電池事業者においても充放電計画の提出が必要になる等の対応が⽣じることにも留意。
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（参考）北海道エリアにおけるリアルタイム制御について
適⽤系統

• ローカル系統以上（潮流予測の困難な系統を除く）、かつ、順潮流側の空き容量不⾜が懸念される系統に限定し、配
電系統は対象外。

対象系統⽤蓄電池

• 10kW未満の電源以外。また、充電制限時の周波数変動等の制約により、系統ごとに受付容量に上限を設け、その範
囲内で受付け。

混雑時の制御⼿法

• 実需給断⾯において変電所にて潮流を常時監視し、運⽤容量超過を検出したら、蓄電池の制御装置に設置する信号受
信機に信号を発出し、充電量が運⽤容量の範囲に収まるまでの間、充電制限が⾏われる。

課題

• 既存の対策の横展開となるため、導⼊までのスピードは速い可能性がある（２，３年以上）⼀⽅、適⽤できる系統や
対象蓄電池の受付容量等に制限を設けなければならない可能性がある。また、実需給断⾯で過負荷となった場合、蓄
電池事業者への予告なく急な充電制限が⾏われるため、蓄電池事業者にとって充電制限に備えることが出来ずその後
の充放電計画への影響が出る可能性があること等にも留意。


